
 

 はじめに 
 
(1)  目的 
 
 本稿は、スタッフォード・ビアが提唱する生存可能システムモデル(Viable System Model)を、オー

トポイエーシス論の観点から構成し直し、総合的なシステム論を構築することを目的としている。そ

の理由は、ビア自身が、「生存可能システムは、オートポイエティックでなければならない」と言い、

同時に「オートポイエーシスが生命の特徴
．．．．．

として定義される以上、生存可能システムのみ
．．
が、いやし

くもオートポイエーシスを示し得る」と述べているからである。しかも、実際にはオートポイエティ

ックな観点から再述することはなかったからである1。 

 オートポイエティックな生存可能システムモデルの理論的・現実的検証とは、以下の諸点を意味す

る。①システム思考の系譜の中に位置付けられるものであるのか。②オートポイエティックな生存可

能システムモデルは、理論的に如何に描かれるか。③社会システムをオートポイエティックな生存可

能システムと見做して分析する場合に、如何なる利点があるのか。この 3 点である。総括的には、組

織行動の解明に役立つ包括的有用性を持っているか否かという点に絞られる。①は、生存可能システ

ムモデルがシステム理論の影響下にあるか否かということである。何故ならば、マトゥラーナ達が述

べるようにオートポイエーシスに基づいてオートポイエーシス・システム、と言うことはできないか

らである。オートポイエーシスは産出作動を意味し、アロポイエティックなシステムに関係すること

はない。河本(1995)の分類による第 1 世代・第２世代システム論は、ある意味でアロポイエティック

か目的外在的システムを対象としていた。第 3 世代システム論は、本稿の立場ではオートポイエティ

ックな生存可能システムモデルであり、新陳代謝のために必然的に産出を伴わなければならないもの

である。すなわち、モデルは機能を現し、オートポイエーシスは産出行為を意味する。そして新陳代

謝されるものは、システムの構造である。つまり、本稿の立場は、機能と行為と構造の 3面からシス

テムに迫る方法論である。 

 両者は、マトゥラーナとヴァレラの論文Autopoiesis :The Organization of the Livingにビアが序を

寄せる等、密接な時期もあった。アジェンデ政権下での、ビアを中心にした国家サイバネテイックス

に共に参画していたからである。しかし国家的実験が水泡に帰して以来、3人が揃うことはなかった。

特筆すべきは、マトゥラーナとヴァレラが共同研究を行なったのも、その時期しかなかったことであ

る。よって、生物学におけるオートポイエーシス論が完成されることもなく、またオートポイエーシ

ス的生存可能システムという構想も創られようがなかった。 

ビアが提唱した生存可能システムモデルは、神経システムの解剖学的機能に着目した写像可能な機

能主義的機能論であり、サイバネティックスの論証を産業や社会システムに応用することを目的に創

られた理論である。一方オートポイエーシス論とは、マトゥラーナとヴァレラの論文 Biology of 

                                                        
1 Beer(1979),pp.408-412． 
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Cognition(1970)とAutopoiesis :The Organization of the Living(1973)が書かれた中間の頃その着想

が得られたもので、純粋な生命の理論である。すなわち定義的には、「いろいろな生物について語ると

き、ぼくらはそれらが〈生物〉として共有しているなにかを前提している。そうでなければ、「生きて

いる」とぼくらが呼ぶようなおなじクラスに、それらすべてを入れたりはしないだろう。けれども、

そのとき言われずじまいのことがある。生物をひとつのクラスとして定義しているこの組織は、いっ

たいどのようなものなのだろう、ということだ。この点をめぐるぼくらの命題は、〈生物は絶えず自己

を産出しつづけているということによって特徴づけられている〉というものだ。生物を定義する組織

をオートポイエーシス［自己創出］組織という名前で呼ぶとき、ぼくらはそのようなプロセスのこと

をいっているのだ2。」という基本構想の下に作られた。敢えてそれを機能論的行為論と言うこともで

きるが、本来的に生物に限定されるべき新理論であった。 

しかし、マトゥラーナとヴァレラの決別することは、上記の論文を執筆する頃から始まっていたと

言える。それは、ヴァレラは純粋に新しい生物学を打ち立てようとしたのに対して、マトゥラーナは

初めから社会システムへの応用を念頭に置いていたからである。ヴァレラの考えでは、仮に社会シス

テムへの応用が可能な場合、オートポイエーシス・システムである人間が構成要素であるべきことは

認めているが、社会システムへのオートポイエーシス論の応用については懐疑的である。2 人の立場

の違いは、上記の著書に明白である3。 

ところで本稿の立場では、生存可能システムモデルは機能主義的機能論であり、社会システムがオ

ートポイエーシスを活かすには必然的に同モデル的大局的機能をシステムに仮定せざるを得ないと言

える。安定性のためには、システムにとっての本質的機能とそれを維持するための補助機能が必要で

あり、その何れもが生存可能システムモデルには備わっているからである。また生存可能システムと

呼び得る社会システムがある場合、それ自体が成長へ向けて作動していなければならずまた構造の新

陳代謝が行なわれなければならない。つまり、微視的な機能論的行為論としてオートポイエーシス論

を必要としているのである。よって、両者は相補的理論なのである。これが本稿の立場である。つま

り、必然的に③の視点に辿り付くことになる。 

 さて、サイバネティックス誕生・発展以前から、有機体思想または生気論等は存在し、それ等が生

物学の進展と共に学際的科学へと昇華する中で、サイバネティックスや一般システム理論が形成され

てきた。その中で、有機体・神経系またはそれを模したシステムに関して幾つかの性質が発見された。

それが転じて、淘汰され整理されて、それ等はシステムとして備わるべき性質と認識されるようにな

った。世代的にその特徴を一纏めにすることもできる。第 1世代の特徴は安定性であり、第 2世代は

自己組織化である。生存可能システムモデルがそれ等の性質を継承するものであるかは検証されるべ

きであり、第 2章から第 3章に掛けて検討する。そして、前述のように、第 3世代システム論は、オ

ートポイエテック生存可能システムモデルである。 

 サイバネティックスや一般システム理論に伴うシステム思考は、多くの学問に影響を与えた。謂う

                                                        
2 マトゥラーナ、ヴァレラ(1987)、pp.25-26。但し引用は翻訳に従った。organizationは有機構成である。 
3 2つの論文を合わせて本として出版する際のマトゥラーナの緒言に明らか。((1980), xxiv, または日本語訳 p.34)。 
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までもなく経営学も例外ではなかった。しかしそれは、意思決定、情報、制御という観点から取り入

れたものである。世代的に見るならば、第 1 世代的視点である。事実その先鞭が付けられたのは、時

代的にも符合している。特に、製造過程においてはその影響は大きかった。その後、組織からシステ

ムへという視点の移動も試みられ、部分的ではあるがシステム思考は経営に根付きつつあると言える。 

 しかし生存可能システムモデルを取り入れるということは、思考法や関係性だけではなく、組織体

全体を有機的にするということであり、一気呵成に行くものではない。実際、サイバネティックスを

標榜する企業は少なく、オムロンのような企業は例外である。当然のことながら、生存可能システム

モデルに指向しあるいは基づいた組織は我が国にはない。 

 しかし理論面では、管理論が種々改定されシステム思考が認知されつつある今、生存可能システム

的特性を帯びた組織もあり、モデルとの整合性を理論上だけでも計ることは、今後の適用のために必

要なことと思われる。初めから生存可能システムモデルを取り入れた企業がない以上、生存可能シス

テムと見做して考察することの是非・利点を通して今後の進展に期待する、という観点から設定した

目的である。現実に様々な企業または組織体が存在するが、これ等の全てが生存可能システムという

訳ではない。単なる独立単位体である場合もあれば、他に従属することで延命している場合もある。

しかし多くの企業は生存可能システムであるはずであり、同モデルを用いて分析することは意味のあ

ることと思われる。結論的に、同モデルを用いることの有効性を明らかにする。この検討が②に当る。 

 これ等の目的が、本稿の縦糸であるとすると、問題意識としての横糸も存在する。それは、組織の

継続的行為の検証のためには、その動的な面を捉えなければならないということだ。ビアが描く同モ

デルを静的なものと見るならば、組織体の全貌を掴むことは不可能であるからである。ビア自身は動

的把握の必要性を述べているが、これまでの生存可能システムモデルの研究においては、このような

試みはなされてこなかった。そのためには、人材開発や戦略等の作動を必要とする理論との併用を論

じるか、横糸としてそれを用いる必要がある。しかし、動的把握の必要性というより寧ろ、生存可能

システムモデルの研究においては、具体的事例の詳細な研究すらなされてこなかったのである。 

 しかしオートポイエーシスを仮定するとき、恣意的に動的な面に注目する必要はなくなる。上述の

動的な側面がシステム全体の方向性を示すものであるとすると、オートポイエーシスはシステムに遍

在する微視的作動を要請する。すなわち、全体の方針に合致する構造を実現するため、何を如何に創

出するかということである。具体的には、人材であり技術であり方法論等、構造変更を可能とする新

陳代謝である。つまり、オートポイエーシス的生存可能システムでは必然的に、構造変動と産出作動

は結び付いたものでなければならず、その意味で③の視点は一般化する意味が大きいと言える。 

 
(2) 本稿の構成 
 
 第 1章「問題の構図」は、生存可能システムモデルの受容が困難視される理由、また同モデル上で

は組織は如何に展開されるかについての導入、そして戦略の類型についての一般論と本稿の立場にお

けるオートポイエーシスについてである。§1-1の困難さは、本稿以前の段階の誤解に対する整理であ

る。§1-2のモデル上の展開は、第 5章 6章へ繋がるものである。§1-3の戦略の類型は、第 6章に繋
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がる。§1-4のオートポイエーシスは、生存可能システムは必然的にオートポイエーシス論に拠らざる

を得ない故、その特徴として考えなければならない。すなわち、個々の構成要素は相互支持的に自己

刷新を行なわなければならず、それを本稿ではオートポイエーシスと考えるということを示す。 

 第 2章は、サイバネティックス誕生前後のシステム思考についてである。このことは、(1)の①に関

係する。まず、システム思考が生気論から分離し、哲学的にも科学的にも独立する過程を§2-1に示す。

§2-2は、生気論と機械論の相剋についてである。しかし、一般にそのように信じられているが、これ

等は次元の異なる考え方なのである。実際に生気論が衰退するには有機体概念が浸透して行く以外に

方法はない。現在、有機体概念を現すものはシステム概念である。§2-3は、システム概念の成立とサ

イバネティックス誕生の状況についてである。この２つは密接に関係している。つまり、サイバネテ

ィックスはシステム概念を推し進める科学だからである。§2-4は、その展開過程である。東西冷戦体

制下において、国家建設に向う方向と企業等の個別の組織への応用を指向する立場とが混在した中、

多くの協力的研究が指向された結果、当初から概念的齟齬は来すことはなかった。また社会科学もそ

の影響を受けない訳には行かなかった。§2-5では、経営に対するシステム思考の影響について、効率

化の観点からのみ意思決定等の手法が広まったことに触れる。 

 第 3 章は、生存可能システムモデルが基礎とする、それ以前のサイバネティックス・システム論の

諸概念についてのまとめである。§3-1のシステムに関する定義は、第 2章のシステム論の胎動期を、

研究面から整理する。その中で、一般システム理論との相剋は必然的なものではなかったが、それが

思想的方向に向う一方、サイバネティックスは安定性、フィードバック等の諸概念を産み出したこと

に触れる。胎動期に生まれた諸概念の内、システムたらしめるための性質は、§3-2に基本事項として

まとめる。これ等はビアも継承する概念であり、この延長に生存可能システムモデルが構築されたの

である。§3-3は、サイバネティックスまたはシステム論の学問としての特徴についてである。初期の

システム思考では§3-2でも触れる様に安定性が重要であった。そのため、経営学にさえ制御概念の影

響が及び、工学においては制御工学等の発展を見た。しかしその後、物理学等で自己組織化現象が報

告されるに及んで、システム思考においても自己組織化の研究が起った。§3-4は、システムの発展や

成長、変容を捉えるための、一連の自己組織化概念に対する世代毎の取組みである。特に第 3 世代に

おいては、「自己」という接頭語を付けた用語が氾濫している。この幾つかは、第 4章の最終節と関係

する。ところで、制御理論等が扱うシステムの範囲は部分的なものに留まっている。一方、社会にお

ける自己組織化現象は、変容過程は認識されずに結果的にそれを知る場合が多い。しかもその変容過

程こそが重要であるにも拘わらず、その詳細がわからないのである。すなわち、現実の企業等の組織

と理想論として語られるシステムとの相違の大きさと、理論的にも断裂した部分が存在している。そ

れを埋めるためには生存可能システムモデルのような、総合的・統合的枠組が必要なのである。しか

し、同モデルが創られる以前にも、システム思考から導かれる諸原理は断片的に知られていた。ここ

で同モデルを総合的・統合的枠組と呼ぶのは、それ等を継承するからである。つまり、ここにおいて

(1)の①は確認される。そのため最後に§3-5 で、クレムソンの組織の原初風景として、断片的に導か

れた諸原理について触れる。 

 第 4 章はオートポイエーシス論についてである。これは取上げられることも多いいが、誤解される
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ことも多い理論である。しかし創始者であるマトゥラーナやヴァレラは多くを語らず、ある意味で未

完のままヴァレラは亡くなった。§4-1定義では、彼等の意味で定義的なことをまとめる。§4-2は特

徴である。つまり、オートポイエーシスを有するシステムすなわち生体における特徴である。この段

階から、生存本来の無目的性と思考における目的性等の誤解が生じている。§4-3考察は、前節の混乱

の原因である認知についての考察である。彼等の議論自体が神経系から飛躍する場面もあり、単位体

としての生体システムの持つ本来的性質は拡張的に論じなければならないことに触れる。§4-4はマト

ゥラーナの社会システムである。これはヴァレラが同意しなかった故に、マトゥラーナのと断らざる

を得ないのである。本稿の射程は社会システムである故、これは導入的なものである。しかし多くの

齟齬がある。そこで§4-5でヘイルの検証として、それを検討する。ヘイルはマトゥラーナの延長で社

会システムのオートポイエーシスを規定しようと試みるが、その不可能なることを知ることになる。1

つは、生体のような自己言及性を社会は有しないことである。ヘイルによれば社会の特徴は、構成要

素共同言及性である。§4-6は本稿の立場からの議論である。すなわち、オートポイエーシス論に対す

る疑義である。§4-7社会システムに向けては、単位体としてのシステムが生じるためには必然的に解

剖学的機能の有機構成が必要であり、それはシステムの自己的実体ではないが、創発的にそのような

有機構成が維持される傾向があることに触れる。では自己とは何か。システムにおける自己とは第一

義的には社会的オートポイエーシスを司る部分に生じるものであり、第二には中間構成要素またはシ

ステムとして実現する構造に認めるべき主体概念である。これ等を論じる。§4-8社会的オートポイエ

ーシスは、前節の自己の延長である。本稿はそのような社会的オートポイエーシス機能を擬似家族的

単位と呼ぶ。 

 第５章は、前章を受けてオートポイエーシス的生存可能システムモデルについて論じる。§5-1大局

的機能は、同モデルの 5つの機能は神経系のそれと同様で、写像可能であることを示す。§5-2は生存

可能システムモデルの解説である。§5-2-1はビアの説明に準じている。§5-2-2は、同モデル適用の

際の注意事項である。§5-3は、ビアが要請する原理等についてである。§5-4考察は、脆弱性等の問

題点についてである。§5-5オートポイエーシス的生存可能能システムモデルは、§4-8を受けて生存

可能システムの中における擬似家族的単位の役割について論じる。 

 第 6 章は、実証分析である。具体的にはコンビニエンス・ストアＡ社を用いる。同社は、我が国に

コンビニエンス・ストアという業態を作り、組織的にもシステムと呼ぶに相応しい機能・有機構成を

持っているからである。§6-1はＡ社の特徴である。フランチャイズ方式や粗利益配分方式は、原理的

にはサウスランド社から移植した方法であるが、リアルタイムの情報化によって同社で開花したもの

である。またコミュニケーションを通じて、1 つのシステムとなっているのも特徴である。§6-2 は、

生存可能システムモデル上での同社の概観である。各機能を担う幾つかの構成要素の連携は、同モデ

ルに適合する様が見て取れる。但し効率性のため、システムⅠのみは変形している。§6-3は、生存可

能システムとしての経営戦略である。メタシステムからの商品開発戦略と、システムⅠの店舗管理に

ついて見る。実行過程は、2段階に分けられる。先鞭を付ける過程と全店舗に普及させる段階である。

次節最後の部分に繋がることだが、生存可能システムに相応しい行為・戦略とは対話による学習と蓄

積そして変更である。その状況を描写する。§6-4は、オートポイエーシス的生存可能システムの必然

 v



的戦略の検証である。まず§6-4-1では、戦略レベルでは日常的に組織的学習が行なわれる必要がある

ことを示す。次に§6-4-2では、擬似家族的単位による人材を産出等が生存可能システムにおける必然

的戦略であることを示す。すなわち、組織的学習とは人材の産出まで進まなければ意味がなく、それ

を支える単位が擬似家族的単位であることを明らかにする。第 6章では、第 1章で立てた命題――①

生存可能システムは外部システム化を促進する、②擬似家族的単位の連鎖集積がシステムを形成して

いる――の検討も行なう。①は明らかである。独立単位体・社会的単位体においての②の検討は、第 7

章に繰り越される。 

 なお第６章を書くに当っては、Ａ社のある地域のOFCやDM、店舗各位の協力によっている。ここ

に謝して御礼申し上げる。 

 第 7 章は、室蘭の史的発展を通した、独立単位体・社会的単位体の性質についてである。システム

概念は、本来白地図的である故、政府や地方自治体にも活かせるはずである。しかし我が国政府がそ

のような発想を持たないことと同様、同市の場合もシステムとは言えない状況にあった。すなわち、

システムでも独立単位体でもなく、単なる社会的単位体に過ぎなかった。つまり、補助金等に頼って

生存している状況であり、今日まで来てしまった。同市において独立単位体であったのは、多くの企

業である。しかし独立単位体である故に、そこで形成される擬似家族的単位や構成要素は、会社主義

という基調の中におり社会的繋がりを指向するものではなかった。すなわち、所属する企業までが世

界であり、その先がない状態である。一方、同市は、その上に安住するばかりで危機的な状況を認識

することもなかった。その中で、先の②の命題は、所属する企業までが世界であるということで明ら

かとなり、①は資本力のあるものだけが行なうことができるが、独立単位体の場合は決してシステム

化を誘導するものではなく、企業城下町的会社主義の反映でしかないことが明らかとなる。 

 それも北炭という企業の発展と撤退に翻弄され、危機を感じたときは既に何もできない状態だった。

§7-5に述べる道南バスの倒産の外的要因は大企業の撤収であり、内的要因は擬似家族的単位の連鎖を

断ち切る独立単位体の宿命であるとも言える。 

 

(3)  図解 
 

 全体の構成は、第４章から第６章までがオートポイエーシス的生存可能能システムモデルの理論と

実証であり、本稿の中心である。第 2・3章は生存可能システムモデルへのシステム論からの継承であ

る。第 1 章は問題設定だが、そこでシステムの範疇から外れるものに独立単位体があり、その場合を

第 7章で扱った。すなわち、図解すると以下のようになる。 

 

  第 1章          第 4章   第 5章      第 6章     結語として 

 

 

          第 2章  第 3章             

                              第 7章 
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